生殖補助医療によって生まれた子の親子法のあり方 by 石井,美智子

























































ようになった、Obergefell v. Hodges, 135 S. Ct. 2584 (2015)。
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and Embryology Act 1990）を制定し、生殖補助医療を包括的に規制するととも
に、生殖補助医療によって生まれた子の親子関係についても定めた。同法は、2008




















叢 84巻 2・3合併号 25頁。
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(6)民法典第 1編第 7章「親子関係」第 3款生殖に対する医療補助（2005年 7月 4日のオル
ドナンス第 759号によって、1994年制定時の第 1編第 7章第 1節第 4款「医療的に補助
された生殖」から改められた）。松川正毅『医学の発展と親子法』（有斐閣、2008年）。フ
ランスの親子法については、田中通裕「〈研究ノート〉注釈・フランス家族法（10）」法と
政治 64巻 2号 101頁、114頁、「同（11）」64巻 3号 401頁、407頁による。
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(9) Mennesson v. France, 2014–Ⅲ Eur. Ct HR. 255、幡野弘樹「代理懐胎と親子関係」法
律時報 87巻 11号 24頁。
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母のあっせんは、養子縁組あっせん法（Gesetz u¨ber die Vermittlung der Annahme























(11)連邦通常裁判所 2014年 12月 10日決定、渡邉泰彦「同性の両親と子――ドイツ、オース
トリア、スイスの状況――（その 4）」産大法学 49巻 4号 1頁、72頁。
(12)ベルリン高等裁判所 2014年 10月 30日決定、渡邉泰彦、注 (11)、94頁。
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した州は 2016年 8月現在で 11州（Alabama, Delaware, Illinois, Maine, New




















(14) Johnson v. Calvert, 851 P.2d 776(Cal.1993)、中村恵「人工生殖と親子関係」上法 41
巻 4号 267頁。
(15) CAL. FAM. CODE §7613, §7613.5。
(16) CAL. FAM. CODE §7962。
(17)町野朔他編『生殖医療と法』（信山社、2010年）5頁。
8




























































(20)朝日新聞 2015年 6月 26日付夕刊。
(21)東京高決平 10・9・16家月 51巻 3号 165頁。
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(22)大阪地判平 10・12・18家月 51巻 9号 71頁。
(23)水野紀子「判批」判タ 1169号 98頁、松川正毅「判批」判時 1861号 190頁、本山敦「講
座家族法研究ノート（2）凍結保存精子による出生」司法書士 384号 40頁、澤田省三「判
批」戸籍 770号 41頁、二宮周平「家族法と戸籍を考える（15）」戸時 607号 20頁等。
(24)新版注釈民法（23）416頁〔利谷信義〕、床谷文雄「判批」判タ 1150号 81頁等。
(25)家永登「亡夫の精子による出生子の法的地位」専法 95号 167頁等。死後懐胎子の法的地
位については、西希代子「凍結精子による懐胎」法時 87巻 1号 32頁に詳しい。
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(26)松山地判平 15・11・12家月 56巻 7号 140頁〔請求棄却〕、高松高判平 16・7・16家月
56巻 11号 41頁〔認容〕、最判平 18・9・4民集 60巻 7号 2563頁。
(27)東京地判平 17・9・29家月 58巻 5号 104頁〔請求棄却〕、東京高判平 18・2・1家月 58

































(29)最判平 18・9・4民集 60巻 7号 2563頁。
(30)法務省民事局民事第一課、平成 23年 2月 18日付「『質問状 ― 性同一性障害者夫婦への
非配偶者間人工授精により生まれた子の親子関係について』に対する回答」。
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24年 12月 26日決定は抗告を棄却した。さらに、X1は、第 2子について、父子関













































(31)最決平 25・12・10民集 67巻 9号 1847頁。
(32)平成 26年 1月 27日付民一第 77号民事局長通達、武見敬太郎ほか「性同一性障害により
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の取扱について（平成 26年 1月 27日付民一第 77号民事局長通達）の解説」戸時 713号
2頁。
(33)昭和 36年 9月 5日民甲第 2008号民事局長通達。その後、平成 26年 7月 3日民一第 737
号民事局長通達によって、母が 50歳に達した後に出生した子として届けられた出生届に

































(34)大阪高決平 17・5・20判時 1919号 107頁。
(35)最決平 17・11・24判例集未登載、町野朔他編、注（17）244頁。
(36)東京高決平 18・9・29判時 1957号 20頁。
(37)最決平 19・3・23民集 61巻 2号 619頁。
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(38)神戸家裁姫路支審平成 20・12・26家月 61巻 10号 72頁。
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(42)朝日新聞 2015年 5月 16日付朝刊。
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法律論叢 89巻 4・5合併号
者を親とする原則で考えることもできるだろう。常に、生まれた子どもの福祉を第
1に考えて、立法、解釈、適用されなければならない。
＊ 土屋先生の古稀をお祝いし、記念論文集には是非、論文を献呈させていただ
こうと前々から考えておりましたにもかかわらず、このような論文となり、ご容赦
下さい。先生のご健勝と、学長として明治大学のさらなる発展のためにご活躍され
ることを祈念しております。
＊＊ 本論文は明治大学社会科学研究所 2014年度～2015年度個人研究「生殖補
助医療法の研究」の研究成果の一部である。
＊＊＊ 脱稿後、夫婦の同意の下、夫の精子と妻の卵子で作成され、凍結保存され
ていた受精卵を、妻が夫に無断で自分の子宮に移植して懐胎出産した子に対して、
夫が父子関係を否定する訴えを提起した事件が明らかになった（毎日新聞 2017年
1月 4日付朝刊）。生殖補助医療に同意していなかったという理由で、血縁上の父
が親子関係を否定することが認められるだろうか。難しい問題である。
（明治大学法学部教授）
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